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　これまで、６回にわたって公共施設等の複合化に

向けた検討をおこなってきた。今回は、最終回とし

て、「地域を挙げた取組み」についてオガールプロ

ジェクト（岩手県紫波町）を事例としてみてみると

ともに、シリーズ全体を俯瞰し、公共施設等複合化

の実現に向けた方策に関する現時点でのとりまとめ

をおこないたい。その後、残された検討課題につい

ても触れる。

１．地域を挙げた取組み

⑴　まちづくりの視点
　一般的に、公共施設はその地域における公共サー

ビスの必要性に基づき計画・整備されている。従っ

て、公共施設には、それぞれの地域における「まち

づくり」の考え方が反映されている。そのため、公

共施設整備を官民連携事業（PPP／PFI）によって

実施する場合、事業を実施する民間事業者に「まち

づくり」に対する一定の配慮が求められることが多

い。例えば、公募要項等において、地域に対する理

解、まちづくりへの配慮、地場事業者との関係等の

記載が求められ、応募者に対して「まちづくり」と

当該事業との関係を説明させるケースがよくある。

しかし、実際には、当初求められた事業目的は概ね

達成しているものの、完成後の次なる課題として例

えば、周辺街区との連携など「まちづくり」に向け

た新たな取組みを求められてくる場合がある１。

　事業の実施前に考えた「まちづくり」と施設完成

後のそれとの相違はどこからもたらされるのか、今

回、オガールプロジェクト（岩手県紫波町）を事例

として「まちづくりの視点」について、改めて考え

てみたい。

⑵　オガールプロジェクトにおける注目点
　「オガールプロジェクト」は、岩手県紫波町の JR

紫波中央駅前の長く未利用となっていた町有地にお

いて、第三セクターのまちづくり会社、オガール紫

波㈱が中心となって進めているいる複合開発であ

る。平成23年４月の県フットボールセンターの開業

以降、順次各施設がオープンし、平成29年６月のエ

ネルギーステーションのオープンにより、ほぼすべ

ての施設整備が完了している。（後述の事例：「オ

ガールプロジェクト」参照）。

　「オガールプロジェクト」についてまず気づくこ

とは、その施設／プロジェクトの数の多さである。

しかも、その用途や事業スキーム、関係者は実に多

彩である。従って、これだけのプロジェクトを一気

に立ち上げることを可能とした基本の考え方を知

り、さらには、その基盤となっている紫波町の明確

なまちづくりの意図（＝「まちづくりの視点」）に

ついて理解することがプロジェクトの理解に繋って

いくものと考えられる。

　オガールプロジェクトにおいては、公共事業、民

間事業、PFI 手法等様々な官民の組み合わせによる

事業手法が用いられている。官民連携事業（PPP／

PFI）は、公共と民間という性格の異なるプレー

ヤーの共同作業であることに加え、施設の複合化等

に伴い関係者が著しく増えてくる。プロジェクトを

成功させる最初のカギは、これら膨大な数の関係者
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が当該プロジェクトに対する共通理解を持つことに

ある。個々の施設の特色を出しながら、どのような

“まち”になりたいのかという「まちづくりの視

点」が共有されていなければ、出来上ったプロジェ

クトに一体感は得られない。さらに、オガールプロ

ジェクトでは、このような「まちづくりの視点」が

事業者側だけでなく、利用者である市民とも共有さ

れている。

　紫波町は、持続的に自立していくという目標の実

現に向けてオガールプロジェクトに取り組んでい

る。プロジェクトの共通のコンセプトは、“多様な

人が集まるところ”であり、「消費」を目的としな

い人が集まる施設づくりを先行し、多様な人が集ま

ることで、様々な商業サービスが発生して賑わいが

生じるという考え方の下に具体化を進めてきている。

　しかし、コンセプトを掲げるだけでは「まちづく

りの視点」は共有されない。このプロジェクトへの

取り組み開始から計画策定までの２年間に、100回

以上と言われる町民との意見交換会や説明会などが

開催されており、まさに町民の合意に基づいた事業

であるからこそ、事業開始後、町民は自然と施設を

利用しているものと考えられる。さらに、紫波町民

にとって使い勝手が良く、出かけたい、利用したい

と思わせる施設は、近隣市町村の住民にとっても同

様の認識を持たれており、町外からの利用者も多く

なっている。

　オガールプロジェクトは、今年６月に全施設が出

そろったところであり、事業の本格化はこれからで

ある。これまで、“多様な人の集まるところ”とい

う点では、良好なスタートを切っていると評価でき

るが、今後、事業の継続のためには、事業性が求め

られてくる。プロジェクトの成否を判断するには、

今しばらく見守っていく必要があるだろう。

⑶　「まちづくりの視点」から地域を挙げた取組みへ
　人がその地域に住み続ける理由は様々ある。基本

的には、好ましい何かがそこに存在するものと考え

られる。紫波町の住民は、計画策定までに費やされ

た話し合い等を通じて、町の将来が良くなっていく

という希望を持ったものと考えられる。そして、プ

ロジェクトが徐々に具体化していく中で得られてい

る、その効果に対する実感が、各施設の利用状況に

表れていると考えられる。

　公共的な施設は、建て替えはもちろんのこと用途

変更することなども難しい。重要な施設であるほ

ど、住民参加や合理的な意思決定が、施設整備を具

体化する際の課題と認識されており、これまでも

様々な取り組みがなされてきた。プロジェクトの実

施後の市民の満足度を高め、施設・機能が継続的に

利用されていくためには、地域を挙げた取組みと

なっているかどうかが重要な論点なのである。どの

ようなまちづくりを目指すのかは、地域によって異

なる。よって、オガールプロジェクトにおいては、

「まちづくりの視点」を共有し、地域を挙げた取組

みとなっている点について注目すべきである。

２．公共施設等の複合化について考える

⑴　論点の確認
　今次研究では、公共施設の更新・再整備を促進す

る方策として複合化に着目し、民間施設を含む公共

施設等の複合化について、公共施設マネジメントの

実施等を含む「まちづくりの視点」を設定した上

で、その具体化の手法として官民連携事業（PPP／

PFI）を想定した。そして、今回を含めて10事例

（図表１）を紹介し、以下の３つの論点からの検討

を加えた。

論点１：目的の明確化と合理的な意思決定

論点２：地域における公共機能の維持と長期の利用

論点３：地域を挙げた取組み
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（図表１）事例の概要
名称 概要 主な施設／機能 運営主体 事業手法

・アオーレ長岡
　（新潟県長岡市）

老朽化した既存の厚生会館の建替え
に際して、中心市街地の活性化の視
点からアリーナ（既存機能の拡張）、
市民交流広場（新設）、市役所機能
（既存施設の移転集約）を合わせた複
合施設。

・市役所（議場含む）
・市民協働センター
・アリーナ
・市民交流広場

長岡市 公設公営

・�イオンモール堺
鉄砲町

　（大阪府堺市）

大型商業施設：イオンモール堺鉄砲
町の開発に当たって、下水再生水を
はじめとする地域の未利用エネル
ギーの活用など先進的な環境への取
り組みをおこなっている。

〈下水再生水の活用〉
・水の地域循環
・熱源利用
・水環境の改善

イオンモール㈱
関西電力㈱
堺市

民設民営

・�万博スマートコ
ミュニティ

　（大阪市吹田市）

複合施設「EXPOCITY」と「市立吹
田サッカースタジアム」の間で電力
を 融 通 す る 仕 組 み を 構 築 し、
「EXPOCITY」の太陽光発電の電力
を両施設で面的に利用するもの。

〈エキスポシティ内〉
・太陽光発電設備
・蓄電池
・受電設備

エキスポシティ
関西電力㈱ 民設民営

・�大阪城公園パー
クマネジメント
事業

　（大阪府大阪市）

大阪城公園を含む大阪城・大手前・
森之宮地区の観光拠点化を目指し、
日本初の観光拠点型 PMO（公園を一
体管理し、新たな魅力向上事業を実
施する民主体の事業者：Park� Man-
agement� Organization）を導入する
もの。

・大阪城天守閣
・大阪迎賓館
・西の丸庭園
〈新しいサービス〉
・�売店（リニューアル）
・駐車場（拡張）
・御座船
・ロードトレイン

PMO事業者 公設民営

・�篠崎ツインプレ
イス（東京都江
戸川区）

地下鉄駅の開業に合わせ、土地区画
整理事業を実施するとともに、中核
施設として、公共施設と民間による
収益施設をPFI手法により一体開発。

・図書館
・駅前広場
・駐輪場
・商業施設（民間）
・駐車場（民間）
・住宅（民間）

公共部分は指定
管理民間事業有
り

土地区画整理事
業、PFI

・�黒崎副都心整備
計画（福岡県北
九州市）

副都心にふさわしい都市機能の充実
と地域の回遊性の向上を目的に、
PFI 手法を活用して、公共施設整備
と公有地の有効活用を一体的に実施。

・図書館
・ホール
・公園
・シニアマンション（民間）
・�生活利便施設（民間）
・集合住宅等（民間）

SPC PFI 方式（BTO）、
指定管理

・�北九州市立思永
中学校（福岡県
北九州市）

学校の建替えに合わせ、学校施設を
地域の施設として共用化、また余剰
敷地の活用を実施。民間事業者との
連携（PFI 方式、定期借地方式）に
よって実現。

〈学校施設〉
・中学校
・プール（地域開放）
〈余剰敷地〉
・�西日本工業大学大学院
・地域連携センター

SPC PFI 方式（BTO）、
定期借地方式

・�旧多摩川小学校
活用事業

　（東京都立川市）

廃校となった学校施設を地域活動の
拠点や地域に必要な機能として整備。
市民と民間事業者との連携（資産の
無償貸し付け）によって実現。

・�インキュベーションセンター
・�サイクルステーション
・交流施設
・�フィルムコミッション

NPO法人

施設は普通財産
とし、民間事業
者に無償貸し付
け。運営費補助
有。

・�立川こども未来
センター

　（東京都立川市）

まちの中心であった旧庁舎施設を活
用してまちのにぎわいづくりや新し
い市民ニーズに対応する機能を整備。
民間事業者との連携（改修＋指定管
理制度）によって実現。

○�旧庁舎→こども未来センター
・子育て機能
・市民活動支援機能
・行政窓口
・�立川まんがぱーく（自主事業）
○市民会館

民間企業グループ
公共部分は市市
民会館企画は財
団

改修は市が実施
（民間提案）。指
定管理

・オガール紫波
　（岩手県紫波町）

紫波中央駅前町有地の複合開発。
「町の特色を生かし、人に優しい統
一感のある景観で住みよい町にする」
方針の下、町が主導して実施した官
民連携事業。

○オガール広場
○オガールプラザ
・�図書館、マルシェ、カフェ、眼科等
○オガールベース
・�オガールアリーナ（バレーボール専用）
・オガールイン
○�岩手県フットボールセンター
○オガールタウン
○オガールセンター
・�ベーカリー、アウトドアショップ

オガール紫波㈱
PPP推進協議会

公共事業
PFI 方式
民設民営
定期借地方式
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〈事例からみる論点１〉

　アオーレ長岡（第２回）は、中心市街地の活性化

を目標に掲げたプロジェクトであり、市役所やア

リーナなど性格の異なる公共施設が複合化されてい

る。事業手法としては公設公営に分類されるもの

の、事業には様々な形で市民、NPO、民間事業者

が関与しており、実態は官民連携事業といって差し

支えない。目的が明確化されている事例といえよう。

　第５回で紹介した篠崎ツインプレイスと黒崎副都

心整備計画は、PFI の成功事例とされているが、完

成後に、新たなまちづくりの視点から、次なる運用

を求められており、官民連携事業（PPP／PFI）実

施時の目的設定について、示唆を与えてくれる。

　第６回では、既存の公共施設の用途変更や再活用

を試みた事例として、思永中学校、たちかわ創造

舎、子ども未来センターを紹介した。

〈事例からみる論点２〉

　論点２については、公共機能の長期間にわたる維

持という観点から LCC（Life� cycle� cost）に着目

した。

　まず、初期投資額の抑制については、官民連携事

業（PPP／PFI）の導入事例等が参考になる。今次

研究においては、アオーレ長岡の市民債や篠崎ツイ

ンプレイスと黒崎副都心整備計画における PFI 事

業の実施状況を紹介した。

　次いで、事業開始後の維持管理運営については、

事業期間中の増収策と経費の節減による LCCの削

減を検討した。

　イオンモール堺鉄砲町と万博スマートコミュニ

ティ（いずれも第３回）は、エネルギーマネジメント

を実施することにより、事業期間中の経費節減と緊

急時のエネルギー確保を目指している事例である。

　大阪城公園パークマネジメント事業（第４回）

は、複合施設を一体管理することによる入場者増と

増収を図る試みである。

　どちらの事例も、成果がみえてくるのは今後であ

るが、公共機能の維持と採算性を考える上での先進

的な取組みと言えるだろう。

〈事例にみる論点３〉

　公共施設については、基本的に地域を挙げた施設

整備や運営が目指されている。しかし、市民の満足

度などに表れる結果に違いが出ていることも事実で

ある。オガールプロジェクト（今回）からは、地域

を挙げての取組みについて、新たな視点が得られる

と思われる。

　アオーレ長岡や第５回、第６回に紹介した各施設

についても、それぞれ、地元住民との長期間の検討

を踏まえた地域を挙げた取組みはおこなっており、

各地域の事情による工夫の必要性と、地域を挙げた

取組みの難しさについて示唆が得られる。例えば、

子ども未来センターは、地域住民の要望を取り入れ

ることで、庁舎からの用途変更がなされている。

⑵　公共施設等の複合化の課題
　全国には、高度経済成長期に建設された大量の公

共施設が存在しており、これらが更新時期に来てい

る。しかし、少子高齢化・人口減少等に伴って社

会的なニーズが変化してきており、単純な置き換え

による更新で良いかどうか議論が必要とされてい

る。さらに、地公体は厳しい財政事情の下、行財政

改革の必要性に迫られており、公共サービスを維

持・更新していくための新たな工夫が必要となって

きている。

　その工夫のひとつとして、公共施設等の複合化に

焦点を当てたのは、施設や機能を複合化することに

より、施設数を調整して地域の負担を減らすととも

に、多様なニーズへの対応可能性が考えられるから

である。そのため、官民連携事業（PPP／PFI）を

ひとつの出口として想定しているが、オガールプロ

ジェクトに限らず、官民連携事業（PPP／PFI）に
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よる公共施設等の複合化は、そのまま事業の“複雑

化”をもたらすことになる。

　官民連携事業（PPP／PFI）については、公設民

営と言った資産保有と事業運営とによる事業分類が

良く行われているが、近年、PPP（Public� Private�

Partnership）について、その適用範囲が拡大して

いる（図表２）。例えば、公共事業であっても、一

部業務の民間委託が普通におこなわれており、ま

た、公共事業を民間譲渡等し、民営化する場合も

PPP に相当するものとするなど、公共サービスの

提供において、何らかの形で民間が参画する手法を

幅広く捉えた概念と捉えられている２。PFI（Private�

Finance� Initiative）は、PPP の手法の一種と考え

られており、PFI 法に基づいて実施される事業を指

しているが、手続きを簡略化するなどして、PFI 的

な手法として実施されるケースがある。

　事業の複雑化は、このような個々の事業に対する

創意工夫の発露の結果である。結局、事業の成果を

得ることが重要であり、官民連携事業（PPP／

PFI）は手段に過ぎないことがわかる。目的の達成

のために、必要な手法について地域を挙げて検討し

ていくことが必要であり、公共事業と民間事業の中

間領域を PPP と考えるとすると、公共事業につい

ては採算性や事業性に関する考え方の導入、民間事

業については公共性への関与の向上を求めていくよ

うな考え方を持つことが、重要になってくるであろ

う（図表３）。

⑶　公共施設マネジメントの導入
　公共施設マネジメントは、「地域内の複数の公共

施設について、“まちづくりの考え方”に従って、

そのあり方および整備の方向性を一体的に考える」

手法であり、多様かつ大量の公共施設について、包

括的にそのあり方を考えるところに特色がある。

　そして、このような公共施設マネジメントを「ま

ちづくりの視点」を共有するための手法として捉え

た時、その出口として官民連携事業（PPP／PFI）

の実施が求められている。

　「まちづくりの視点」に従って、公共施設マネジ
　　　　　　　　　　　　　　
２ 内閣府では、PPP を「公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民間の
創意工夫等を活用し、財政資金の効率的な使用や行政の効率化等を図るもの。」と定義している（PPP／PFI 推
進アクションプラン（内閣府）平成28年５月改訂）。

（図表２）官民連携事業（PPP／PFI）のイメージ

（図表３）PPPの目指す新たな領域

（出所）�鈴木眞人、足立文「公共施設マネジメントの
現在位置～地域の課題解決に向けて～」日経
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メントを実施することにより、地域内の複数施設の

状況を同時に把握した上で、公共サービスの最適化

の検討が可能となる。その結果、残す施設と廃止・

縮小する施設の候補が浮かび上がってくることにな

り、さらに、残す施設についても、機能の複合化、

集約化が検討される可能性や、長寿命化という選択

肢も出てくる（図表４）。

　今や、施設自体の寿命は60～80年と長期が想定さ

れており、公共施設マネジメントを通じた公共施設

の最適化は、まちづくりという長い時間軸に寄り添

いながら具体化していくことが求められている。そ

のため、長期目標と10年程度の見直しがセットに

なっている計画として立案される場合もある。

　このように、「まちづくりの視点」を共有しつつ

公共施設マネジメントとを導入し、その出口として

官民連携事業（PPP／PFI）を実施することによ

り、公共施設等の複合化は具体化されていくものと

考えられる。

３．公共施設等の複合化を促進するために

⑴　�公共施設マネジメントと官民連携事業（PPP
／PFI）の現状

　現在、全国のほとんどの地公体において、公共施

設等総合管理計画が策定され、公共施設の全体像の

把握が進んでおり、このようなデータを基本とし

て、公共施設マネジメントの考えに基づいた、具体

の公共施設再編計画の作成（「ポスト総合管理計

画」）がこれから本格化してくるものと考えられる。

　また、PFI 事業は、「PFI 法」制定（平成11年７

月）以降、平成27年度までに、実施方針公表件数：

527件（累計）、契約金額：４兆8,964億円（累計）

の実績があるが、国では、「PPP／PFI 推進アクショ

ンプラン」（平成28年５月改訂）において、平成25

～34年の10年間で21兆円規模の事業に取り組むこと

を目標としているほか、平成28年６月に閣議決定さ

れた「骨太の方針2016」「日本再興戦略2016」「ニッ

ポン一億総活躍プラン」において、有望市場の創出

や社会資本整備に向けた PPP／PFI の一層の活用、

推進を位置づけている。

　さらに、内閣府は、総務省とともに人口20万人以

上の地公体に対して、平成28年度末までに「PPP／

PFI 優先的検討規定」の策定を要請している。これ

は、事業費10億円以上、運営のみは１億円以上の公

共施設整備事業に対して、PPP／PFI 手法の検討を

促すものでああり、平成29年４月時点で、対象（181

団体）のうち１団体を除いて既に作成または今後の

策定を予定している。

　このような国の施策により、「まちづくりの視

点」を持って、地域の公共施設等の複合化に向けた

取り組みが加速することが期待されている。

　しかし、市民の同意を得ながらそれなりの規模の

事業を進めるには、各地公体が抱える様々な事情を

変数とする、いわば連立方程式を解く必要があり、

そのことが、地域における事業の実施を遅らせてい

る側面がある。

（図表４）公共施設としての必要性と存廃のパターンの考え方
ハードの残存価値

持続可能 改修／再利用 廃止

公共施設として
の必要性

有り 存続
長寿命化 存続／改修 移転

一部有 or 転用 存続／転用 改修の上
別用途への転用

移転
新築

無し 民間転用 改修の上
民間転用転用

更地化
売却等
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⑵　公共施設等の複合化に向けたみちすじ
　公共施設の更新、再整備を推進していく上で、目

的を明確化するため、あるいは地域を挙げた取組み

とするため、地域の共通理解を得ることが必要と

なってくる。地域独自の「まちづくりの視点」は、

その施設の必要性や規模を考える上での物差しと

なってくる。すなわち、必要となる公共サービスに

対する需要は、将来の“まち”の姿を描くことに

よって計測されるものであり、今後の需要を見通す

ことによって、公共施設の更新・再整備すべき量を

見積もることが出来るようになるからである。

　また、“まち”の将来像を明確にしていくこと

は、地域において必要とされる単純な公共施設の量

のみならず、公共的な諸機能に関するグレード、整

備の優先順位、官民の役割分担などについての議論

を可能とし、地域毎の特色ある「まちづくり」に繋

がっていくものと考えられる。例えば、同じ時期に

建てられた規模の近い公共ホールであっても、Ａ市

は長寿命化、Ｂ市は廃止して機能は民間施設で代

替、Ｃ市は近隣の需要も取り込んだ施設に建て替

え、といった違いが出てくると予想されるのである。

　結局のところ、限られた財源を用いて長期間利用

する公共施設の更新・整備を行うに当たって、住民

は出来るだけ“良い”施設を望んでいる。また、

その負担については、否定するものではないが、許

容できる範囲を周知した上で議論することが求めら

れる。

　このような議論を行うには、「まちづくりの視点」

を設定した上で、議論の出発点としての“まち”の

現状を把握し、まちづくりの方向性を関係者（公

共、民間、市民）で共有することで、取り組むべき

課題を認識していくことが求められる。

⑶　公共施設等の複合化を促進するために
　プロジェクトの具体化には、まちづくりの総論賛

成から施設整備の各論賛成につなげていく必要があ

る。そこでは、施設を整備する側と利用する側の考

え方も一致させる必要が出てくる。

　例えば、人口減少が予想される中、負担の削減を

考えると、まちのコンパクト化に向かうことが想定

される。しかし、市民側から見ると、交通機関の発

達や情報化の進展により、隣町であっても、よりよ

いサービスに対する需要が発生することは抑制でき

ない。このようなまちのコンパクト化と、需要の広

域化の両立が、次の大きな課題になってくると思わ

れる。

　机上では、図表５に示すように、機能代替、相互

補完、機能連携などを組み合わせることで、まちの

コンパクト化と広域化の両立の可能性は考えられ

る。従って、今後、地公体の枠を超えた広域化につ

いての今ひとつの検討が必要になるだろう。

　これまで、７回にわたって、公共施設の更新・再

整備に対応するため、民間施設も含めた複合化で対

応することを想定し、その手法として官民連携事業

（PPP／PFI）を用いる議論を行ってきた。取り上

げた事例の数も限られており、全ての議論を尽くし

たとは言えないかも知れないが、当初に設定した３

つの論点は、それなりに有効であったと考えられ

る。これら論点は、一見、目新しいものではない。

しかし、必要な施設や機能について議論を尽くすこ

とは容易ではないし、地域を挙げた取組みをおこな

うには、多くのプレーヤーをコントロールする必要

が出てくる。また、先を見通したLCCを検討するに

は、新たな技術や知見が求められるなど、奥が深い。

　さらに、今回検討できなかった広域化も加えなが

ら、議論を収斂するためには、自分たちの住む“ま

ち”あるいは地域がどうありたいかという「まちづ

くりの視点」が最も重要になってくるものと考えら

れる。
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事例：オガールプロジェクト

　紫波町（岩手県）JR 紫波中央駅前の「オガール

プロジェクト」は、長く未利用となっていた駅前町

有地に、第三セクターのまちづくり会社、オガール

紫波㈱が中心となって複合開発を実現させたプロ

ジェクトである。平成28年12月から順次テナントが

オープンしているオガールセンター、平成29年４月

に開所したオガール保育園をもって、ほぼすべての

施設整備が完了した。

　人口3.3万人の小さな町が全国的に注目を集めた

オガールプロジェクト、施設整備段階から、維持管

理運営段階に入り、真価が問われるときがやってき

ている。

⑴　開発の経緯・背景
①　オガールプロジェクトの立ち上げまで
　紫波町は、岩手県のほぼ中央にあり、県都盛岡市

と宮沢賢治で有名な花巻市のほぼ中間に位置する人

口約3.3万人の町である。盛岡及び花巻から、JR 東

北本線で約20分の距離にあり、両市の通勤通学圏で

もある。

　紫波中央駅は、平成10年３月に市民の寄付を募っ

て設置された新駅である。町は、その際に公共施設

の集約等を目論んで駅前に10.7ha の土地を先行取得

したものの、景気低迷、町の財政悪化により、多く

の部分が未利用のまま放置されていた。

　町では、平成16年に「持続的に自立できる紫波町

行財政計画」を策定し、職員数の削減や民間活力に

よる新たな行政手法の導入を検討（H19年11月に、

コンパクトなまちづくり（目標） 関係性 広域連携（要素） 事例イメージ

１．都市機能の維持・集約 類似施設を複数地公体で
利用する。 １．機能代替 ・ホール

・体育館

２．安心・安全の確保 地公体の特定の機能がダ
ウンした際に補完する。 ２．相互補完 ・庁舎

・避難所／防災機能

３．�利便性の向上・にぎわい創出 コンテンツの増加などに
よりサービス向上を図る。 ３．機能連携 ・図書館

（図表５）公共施設の複合化に伴う広域化とコンパクトシティの関係

＜A市：コンパクトシティ＞
＜B市：コンパクトシティ＞

＜C市：コンパクトシティ＞

機能代替

広域化

機能連携 相互補完

複合化

集約化

長寿命化

広域化の効果

・機能代替：不要施設の削減

・機能連携：利便性向上

・相互補完：安心・安全の確保
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町民や民間事業者が参加する「PPP 推進協議会」

を設立）した。平成19年４月には、東洋大学との間

で「公民連携の推進に関する学校法人東洋大学と紫

波町との協定書」を交わし、同大学が、課題となっ

ていた駅前の町有地について、官民連携による開発

の可能性を検討。この結果を踏まえ、平成20年度に

駅前を含めた一定の区域の開発理念、考え方、デザ

インガイドラインを作成する方針等を定めた「公民

連携基本計画」を策定した。

　また、PPP 推進協議会設立から、公民連携基本

計画策定までの間に、町民に対して重点的に意見交

換会や、座談会などを何回も開催し、公民連携事業

への理解を深めてもらう取組みを繰り返し実施して

いる。住民意見交換会は２年間で100回以上実施し

た。また、「紫波町市民参加条例」に基づき住民参

加の仕組みがあることも、住民の理解につながって

いる。この「市民参加条例」は、町外から紫波町に

働きに来ている人も対象として「市民」とした条例

となっている。

②　オガールプロジェクトのスタート
　平成21年６月に、公民連携基本計画に基づきオ

ガールプロジェクトの推進組織であるオガール紫波

株式会社３が設立された。同社は、官と民が連携

するためのエージェントの役割を担う会社として設

立された三セクであり、町と協働で事業計画を立案

する。

　翌22年９月に最初のプロジェクトである岩手県

フットボールセンターが着工。同月にはオガールプ

ラザ株式会社設立、オガールプラザ着工とオガール

エリアのプロジェクトが次々とスタートした。

紫波町公民連携基本計画（平成21年２月策定、３月議決）
■理念：都市と農村の暮らしを「愉しみ」、環境や景観に配慮したまちづくりを表現する場にします。
■目的：�町民の資産である町有地を活用して、財政負担を最小限に抑えながら、公共施設整備と民間施

設立地による経済開発の複合開発を行うこと
■方針：町の特色を生かし、人にやさしい統一感のある景観で住みよい町にする
■公共施設整備：交流、賑わいの場を創出するとともに快適でゆったりとした公共空間の整備を目指す
■経済開発：様々な雇用の機会を町民に提供するため民間の投資を誘導して活性化を図る

オガール紫波株式会社
■設立　平成21年６月　町100％出資　資本金3,900千円
　　　　平成22年５月　増資10,000千円　町出資割合39％　株主数10者
■目的　官と民が連携するためのエージェントの役割を担うこと
　　　　社業を通じて、町の一層の発展と町民の幸せを目指すこと
■事業　①オガールプロジェクトの推進・調整
　　　　②不動産開発
　　　　③企画管理運営
　　　　④産直「紫波マルシエ」管理運営

　　　　　　　　　　　　　　
３ 同社の株主は、紫波町、㈱紫波まちづくり企画、岩手中央農業協同組合、㈱岩手畜産流通センター、㈱岩手テレ
ビ、㈱東北銀行、㈱北日本銀行、盛岡信用金庫、個人２名となっている。
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⑵　プロジェクトの特徴
①　まちづくりの基本的な考え方
　オガールプロジェクトの基本的な考え方は次の通

りである。

�○��オガールプロジェクトの目的：町民の財産である
町有地を安売りしない。

�○�まちづくりの手順を間違えない。
�○�まちづくりは「人」ではなく「不動産」。
�○��付加価値をつければ価値そのものを増大させられ
る。

オガールエリア入口付近（筆者撮影）

（図表６）オガールプロジェクトの内容４

資料提供：オガール紫波㈱

　　　　　　　　　　　　　　
４ 手法の土地賃貸は、町有地の賃貸である。
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②　推進体制
　オガールプロジェクトは、複数の施設・インフラ

整備を順次、実施していくプロジェクトである。各

プロジェクトは、それぞれに適した事業スキームに

より、各事業のための運営主体が作られ、それぞれ

が自らリスクを負い、事業を実施している。各主体

が自ら事業を実施することで、主体的に事業に取り

組める。一方、オガールプロジェクト全体を①で述

べたまちづくりの考え方に基づいて進めていくこと

が必要である上に、全体のデザインや景観の統一、

魅力づくりを考えていく必要がある。紫波町では、

これらすべてを町＝公共、で実施するのではなく、

町民や外部有識者の力を活用し、官民が連携して進

めていくために、地域会社として町とともに、事業

を進めるオガール紫波㈱が設立され、有識者からな

るデザイン会議とともに、オガールプロジェクトを

進めていく体制となっている（図表８参照）。

③　不動産開発に対するアプローチ
　さらに、ハコ（＝建物、施設等）ができてからテ

ナントを募集するのではなく、先にテナントのめど

をつけてから、プロポーザル方式で事業者を選定す

る、「テナント先付」方式を採用している。これに

より、必要な床面積を算出することが可能となり、

過大な設計に基づいた施設整備になるリスクや、テ

ナントが入らず空室が発生するというリスクを避け

ることができている。この想定の上で工事を行い、

オープン時から想定賃料が得られれば、不動産事業

のリスクは最低限に抑えることができるという考え

方である。①で説明した、まず「商業施設」を入れ

て人を集めるのではなく、人を集めればおのずと店

が集まるという考え方に基づいた仕掛けをすること

に加え、その店＝テナントを先に決めた建物整備を

行い、入居率100％を実現していくことで、人が集

まる町づくり、賑わいのある施設づくりが実現され

ている。

④　多様な市民の居場所をもたらす仕掛けづくり
　プロジェクトの考え方は、まず「消費活動を目的

としない訪問者を増やすこと」からスタートする。

「商業施設や店舗があれば、人が集まる」という考

え方と逆の発想である。

　消費を目的としない訪問者を増やすこと、おもし

ろい人にたくさん来てもらうこと、この２つを実現

するために、様々なところに仕掛けがみられる。

　役場と図書館という、公共施設の中でも一般の市

（図表７）まちづくりの手順

資料提供：オガール紫波㈱

消費活動を目的と
しない訪問者を増
やすこと。おもし
ろい人にたくさん
来てもらうこと。

人が集まれば、お
のずとカフェ、居
酒屋、ギャラリー、
ショップ等の付帯
サービス産業が発
生する。もしくは
付帯サービスを提
供したい人が集ま
る。

おもしろい人や訪
問者が増え、付帯
サービスがはじま
れば、エリアに活
気が生まれる。

エリアに活気が生
まれれば、高い不
動産でも購入して
くれる層が集まっ
てくる。

不動産価値
の上昇
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民利用が多い施設を、公共側で整備している。ま

た、子育て応援施設（学童保育、一時預かり、乳幼

児子育て支援施設）や、保育園という市民利用の施

設もエリアに整備している。岩手県サッカー協会の

誘致（町で20年分の土地賃借料分の補助金を拠出）

や、オガールベース内でのアリーナ整備により、ス

ポーツを目的とする人がエリアに来る。

　さらに、エリアには、明確な用件がなくても、来

た人が過ごせる仕掛けがある。

　オガール広場、オガール大通り公園は、町が整備

し、直接管理する公園であるが、ベンチや小さい東

屋、BBQができる炉などが点在しており、芝生で

遊んだり、ベンチでくつろいだり、何か消費を伴わ

ずとも、市民が自由に時間を過ごすことができる。

　オガールプラザ内にも、市民が座ったり、集った

り、ちょっと話をしたりするスペースが何か所も設

けられている。マルシエの２階にもフリー飲食ス

ペースとして、テーブルと椅子が設置されている。

　オガールプラザや図書館では、様々なイベントが

実施されている。土曜日の夜のライブ開催（サタス

ト）、図書館での「夜のとしょかん」などである。

また、「オガール祭り」など、屋外イベントも開催

されている。

⑤　「消費を目的としない人」から始まる施設づくり
　このように、「消費」を目的としない人が集まる

施設づくりを行うことで、多様な人がエリアに来

る、集まるようになる。人が集まってくると、人が

集まるところには、様々な商業サービス施設が発生

したり、また、そういうサービスを提供したいとい

う事業者が集まってくることになる。商業・サービ

ス施設等ができてくることによって、より人が集

まってくる、という好循環が生まれるという考え方

である。

　そして、次の段階である「エリアに活気が生まれ

れば高い不動産でも購入してくれる層が集まってく

る」を目指している。現状、オガールタウンの宅地

は分譲中であり、また、オガールセンターでは次々

と新しい商業やサービス業がオープンしている。

（図表８）オガールプロジェクト関連組織図

資料提供：オガール紫波㈱
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⑶　オガールプロジェクトの効果
　オガールエリア内の複数のプロジェクトは、プロ

ジェクトを一つずつ進めながらエリア全体に活気が

生まれて、エリアの価値が高まるように工夫しなが

ら進んできている。市民と議論しながら、プロジェ

クトを進めていく過程で、何を求めて、どういうも

のを、どうやって整備していくかを検討し、決めて

きた事業である。

　紫波町では、オガールプロジェクトによって、す

でに以下のような多様な効果がもたらされている。

①　公共施設整備
　長期にわたって、未利用のまま放置されていた駅

至近の町有地を有効活用することができ、周辺地域

への民間投資を誘発することにつながっている。

　また、役場庁舎の移転、子育て応援施設の新設、

保育園の機能移転、町立図書館の新設など公共施設

整備によって、市民サービスが向上している。

②　地域企業の事業増加、事業経験の蓄積
　公共施設だけでなく、オガールプロジェクト内の

施設整備について、事業をすべて、地元企業共同体

によって施工することで、地域企業が経験を積むこ

とができた。また、PFI 事業（役場）等を通じて、

地域企業、地域金融機関等と連携した事業も経験で

きた。また、オガールタウンの住宅についても、紫

波型エコハウスの基準を満たす住宅を町内指定事業

オガールタウン（筆者撮影）

（図表９）

消費だけでなく、多様な人が集まる町へ
・多様な世代、多様な目的を持つ人がエリアに集まるようになる

消費を目的としない人が集まる施設づくり
・図書館、役場

・子育て支援施設、保育所
・サーカーグラウンド、アリーナ

・広場や東屋
・施設内のちょっとした居場所

人が集まるところで飲食やサービスを提供する人や事業者が出てくる
・コンビニ・カフェ

・居酒屋・レストラン
・ホテル・ショップ

・パン屋・アウトドアショップ・スポーツクラブ等
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者が施工することとなっており、エコハウス施工の

ノウハウと経験を積むことにつながっている。

③　生産者のつながり
　産直「紫波マルシエ」には、生産者311人が加入

しており、紫波マルシエを通じて生産者のネット

ワークが形成されている。紫波マルシエの売上金額

は５億円を超え（H27年度）、うち会員出荷金額は

約１億6,000万円となっている。

④　地元雇用の増加
　オガールエリアの施設整備と様々なサービス提供

事業により、H27年度には役場職員を除いて197人

の従業員の雇用が生まれている。

⑤　利用者数、視察者の来訪
　オガール紫波㈱では、各施設のH27年度の利用者

数を次のように公表している。

・県フットボールセンター：利用者数4.3万人
・オガールプラザ
　　情報交流館：来館者数36.3万人
　　うち図書館：来館者数20.6万人
　　子育て応援センター：利用者数1.3万人
　　紫波マルシエ：レジ通過者31.3万人
・オガールベース
　　オガールイン：利用者数1.8万人
　　オガールアリーナ：利用者数2.3万人

　利用者数には、他市町村からの来訪者を含む。ま

た、まちづくり、官民連携のプロジェクトとして視

察しようとする多数の行政関係者等が紫波町を来訪

している。

⑥　全国的な紫波町の知名度の向上
　人口3.3万人余の「紫波町」が、オガールプロジェ

クトによって、その名前を全国に知られるように

なった点も大きい。町名の読みも知られていなかっ

た紫波町が、オガールの紫波町として、全国のまち

づくり関係者等に知られるようになった。

⑷　今後への期待
　オガールでは、平成29年４月に保育園が開所した

後、オガールセンターのテナントが次々とオープン

した。オガールタウンの宅地分譲は継続されるが、

新施設整備はほぼ終了し、いよいよ全面的な維持管

理運営段階に入った。

　オガールの効果によって、紫波町の人口は微減傾

向で、世帯数は微増している。また、紫波中央駅前

の住宅地の地価は上昇傾向にあり、オガール周辺に

は、良好な住宅地や、スーパー等商業施設が立地し

ている。

　消費を目的としない人々が集まる場所を創造する

目的で始まったオガールは、現状、視察等を含めて

当初の予想以上の多くの人を集めている。他地域か

らの集客によるオガールの賑わいは、しばらく続く

と考えられるが、施設整備が終わり、視察等の訪問

日詰商店街。撮影時は平日昼間だが、人通りもほとん
どない。（筆者撮影）
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客が一巡した後、紫波町及び周辺の市民が、オガー

ルプロジェクトをどのように活用していくか、これ

からが本当のオガールの真価が問われることとなる。

　オガールエリアの民間プロジェクトは、金融機関

から資金を借り入れ、施設整備等を行っている。も

ちろん、前述したようにテナント先付によって、テ

ナントを決めてから施設整備を行い、空室なくス

タートしているが、想定通りの利用客がなければ借

金の返済が滞る可能性がある。今後、視察者等が少

なくなっても、オガールが紫波町と周辺の市民に愛

され、多くの利用者に支えられていくことを行政、

市民、民間事業者など、オガールに関わるすべての

主体が期待しているところである。

　一方、オガールから見て、JR の線路を挟んで反

対側、以前の紫波町の中心があったところ、日
ひ

詰
づめ

西

地区、日詰商店街地区は、オガールエリアとは対照

的に、人通りが乏しく、商店街が古びている。

　この日詰地区について、紫波町及びデザイン会議

メンバー、市民有志によるリノベーションによるま

ちづくりの取組がはじまっている。日詰地区のリノ

ベーションは、まさに、「消費を目的としない人」

を集めることから始めたオガールプロジェクトと同

じ考え方である。また、「民間主導の公民連携」を

基本として「補助金にできるかぎり頼らない」こと

を原則として検討している点も、オガールプロジェ

クトと同じである。

　日詰商店街地区は、オガールとは異なり公共施設

等を新設する形ではなく、家守会社５を作り、リノ

ベーションによるまちづくりによって再生を図ろう

としている。オガールプロジェクトとは、また違っ

た形で、「民間主導の公民連携」によるまちづくり

の取組みが、今後、どう進展していくか、注目され

ている。

　　　　　　　　　　　　　　
５ 家守会社とは、都市再生、遊休不動産活用の推進役となるもので、民間人のメンバーによるチームである。まち
づくり事業から収益をあげ、それをまちに再投資しながら、まちに賑わいを創り出す民間自立型まちづくり会社
である。


